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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第58期及び第59期の当期純利益の減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によ

るものであります。 

４．第59期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

５．平成18年４月１日より、大和無線電器㈱が当社の連結子会社となりました。 

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 25,252 22,885 21,520 22,481 32,620 

経常利益（百万円） 1,514 1,193 1,028 1,251 1,191 

当期純利益（百万円） 773 533 574 560 529 

純資産額（百万円） 20,349 21,155 21,219 21,910 21,621 

総資産額（百万円） 23,572 24,376 24,258 25,145 27,817 

１株当たり純資産額（円） 1,558.31 1,624.59 1,640.40 1,695.26 1,689.08 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
55.82 39.04 42.44 41.44 41.16 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額

（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 86.3 86.8 87.5 87.1 77.7 

自己資本利益率（％） 3.8 2.6 2.7 2.6 2.4 

株価収益率（倍） 6.99 20.95 23.80 30.89 24.30 

営業活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
1,201 517 661 633 △1,488 

投資活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
△407 △1,033 △2,132 △1,451 509 

財務活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
△236 △209 △450 △399 328 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
8,081 7,355 5,419 4,220 3,570 

従業員数      （人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

173 

（－）

165 

（－）

164 

(16) 

167 

(23) 

243 

(84) 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第55期の１株当たり配当額には、特別配当５円（期末５円）を含んでおります。 

４．第56期の１株当たり配当額には、記念配当５円（期末５円）を含んでおります。 

５．第58期の１株当たり配当額には、記念配当20円（中間10円、期末10円）を含んでおります。 

６．第58期及び第59期の当期純利益の減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によ

るものであります。 

７．第59期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 24,838 22,428 21,042 21,960 21,119 

経常利益（百万円） 1,543 1,177 999 1,244 1,005 

当期純利益（百万円） 796 524 572 561 472 

資本金（百万円） 2,644 2,644 2,644 2,644 2,644 

発行済株式総数（千株） 13,330 13,330 13,330 13,330 13,330 

純資産額（百万円） 20,121 20,919 20,981 21,674 21,353 

総資産額（百万円） 23,280 24,024 23,912 24,736 24,545 

１株当たり純資産額（円） 1,540.82 1,606.40 1,621.95 1,676.96 1,668.19 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

15.00 

(5.00) 

25.00 

(5.00) 

20.00 

(10.00) 

40.00 

(20.00) 

30.00 

(15.00) 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
57.57 38.41 42.32 41.55 36.74 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額

（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 86.4 87.1 87.7 87.6 87.0 

自己資本利益率（％） 4.0 2.6 2.7 2.6 2.2 

株価収益率（倍） 6.77 21.30 23.87 30.81 27.22 

配当性向（％） 26.1 65.1 47.3 96.3 81.7 

従業員数      （人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

163 

（－）

156 

（－）

155 

(16) 

158 

(23) 

149 

(33) 
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２【沿革】 

 当社（登記上の設立年月日 昭和24年12月15日）は、株式会社電響社（実質上の存続会社）の株式額面を変更する

ため、昭和51年７月20日を合併期日として、同社を吸収合併しました。合併前の当社は休業状態であるため、以下特

に記載のない限り、実質上の存続会社に関して記載しております。 

年月 沿革 

昭和23年５月 岩谷邦三氏が大阪市南区（現、中央区）において電気・音響関連商品の卸売を目的に個人経営で

電響社を創業（岩谷邦三氏は平成８年６月17日逝去）。 

昭和30年７月 東京営業所を開設（昭和49年12月１日、組織改正により東京支店に変更したが、平成18年３月31

日、閉鎖、関東支店に併合）。 

昭和30年12月 法人組織に改組し、株式会社電響社を設立。 

昭和33年９月 札幌営業所を開設。 

昭和36年９月 広島営業所を開設。 

昭和37年８月 福岡営業所（現、支店）を開設。 

昭和39年11月 名古屋営業所（現、支店）を開設。 

昭和42年５月 神戸営業所を開設（平成11年９月30日、閉鎖、大阪支店に併合）。 

昭和43年10月 横浜営業所及び岡山営業所を開設（岡山営業所は、平成14年６月30日、閉鎖、広島営業所に併

合。横浜営業所は、平成18年３月31日、閉鎖、関東支店に併合）。 

昭和44年２月 福山市に販売子会社の㈱福山電響社を設立（平成６年４月１日、当社が吸収合併し、福山営業所

としたが、平成10年１月31日、閉鎖、岡山営業所に併合）。 

昭和44年11月 大阪北営業所を開設（平成８年７月31日、閉鎖、大阪支店に併合）。 

昭和46年９月 高松営業所を開設（平成18年３月31日、閉鎖、松山営業所に併合）。 

昭和46年10月 多摩営業所を開設（平成18年３月31日、閉鎖、関東支店に併合）。 

昭和46年11月 大阪市に子会社㈱システム機器センター（現、連結子会社）を設立、電気関連システム化事業に

進出。 

昭和47年６月 本社事務所を大阪市浪速区に移転（現、本店）。 

昭和48年５月 大阪市に子会社㈱響和（現、連結子会社）を設立、不動産管理業務を移管。 

昭和48年９月 鹿児島営業所を開設（平成15年６月27日、組織改正により鹿児島駐在所に変更したが、平成18年

３月31日、閉鎖、福岡支店に併合）。 

昭和49年５月 熊本営業所を開設（平成16年３月31日、閉鎖、福岡支店に併合）。 

昭和50年８月 仙台営業所を開設。 

昭和51年７月 株式額面変更のため合併。 

昭和51年８月 松山営業所を開設。 

昭和52年３月 千葉営業所を開設（平成18年３月31日、閉鎖、関東支店に併合）。 

昭和53年９月 金沢営業所を開設（平成15年６月27日、組織改正により金沢駐在所に変更したが、平成18年３月

31日、閉鎖、大阪支店に併合）。 

昭和55年３月 ホームセンター「サンポー」くずは店を開設、ＤＩＹ事業に進出（平成８年８月18日、閉鎖）。 

昭和56年３月 大宮営業所を開設（平成18年３月31日、閉鎖、関東支店に併合）。 

昭和56年９月 ホームセンター「サンポー」香里店を開設（平成９年６月15日、閉鎖）。 

昭和57年９月 静岡営業所を開設。 

昭和59年３月 大阪証券取引所の市場第二部（特別指定銘柄）に上場。 

昭和59年11月 京都営業所を開設（平成14年３月31日、閉鎖、大阪支店に併合）。 

昭和61年９月 北九州営業所を開設（平成12年９月30日、閉鎖、福岡支店に併合）。 

昭和62年７月 小山営業所を開設（平成13年８月31日、閉鎖）。 

昭和63年４月 新潟営業所を開設。 

平成２年９月 大阪証券取引所の市場第二部銘柄に指定（特別指定銘柄の指定解除）。 

平成２年12月 郡山出張所を開設（平成８年３月31日、閉鎖）。 

平成13年９月 北関東営業所を開設。 

平成18年４月 大和無線電器株式会社（平成18年４月１日より、連結子会社）の全株式を取得し完全子会社化。 

平成18年４月 関東支店及び関東物流センターを開設。 
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３【事業の内容】 

 当社グループは、㈱電響社（当社）及び連結子会社３社（大和無線電器㈱、㈱システム機器センター、㈱響和）と

で構成されており、電気商品の卸販売を主な事業とし、電子部品販売、弱電設備の設計・施工及び不動産管理・賃

貸・駐車場管理等の事業活動を展開しております。 

 平成18年４月１日より、大和無線電器㈱が当社の連結子会社となりました。これに伴い「電子部品販売事業」が新

たに加わりました。 

 当社グループの事業内容及び当社と連結子会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

電気商品卸販売事業…………当社及び連結子会社の大和無線電器㈱が,メーカー（仕入先）より商品を仕入し、家電

量販店、ホームセンター、ＧＭＳ等に販売しております。 

電子部品販売事業……………連結子会社の大和無線電器㈱が、電子部品メーカー（仕入先）より電子部品を仕入

し、製造メーカー等に販売しております。 

電気関連システム化事業……連結子会社の㈱システム機器センターが弱電設備の設計・施工等を行っております。 

不動産管理事業………………連結子会社の㈱響和が当社の営業設備及び賃貸設備の土地・建物の管理、並びに損害

保険代理業等を行っております。 

 当社グループの系統図は次のとおりであります。 

 

商品 

商品 

電子部品 

商品 商品 
不動産管理 

損害保険代理業 

弱電設
備の設
計･施工 商品 

商品 

（連結子会社） 

㈱システム機器

センター 
当 社 

（連結子会社）

㈱ 響 和 

電子部品 

メーカー（仕入先） 

得意先(家電量販店、ホー

ムセンター、ＧＭＳ等) 
得意先 

電子部品メーカー（仕入先） メーカー（仕入先） 

商品 

（連結子会社） 

大和無線電器㈱ 

得意先（製造メ

ーカー等） 

電子

部品

事業

市販

事業

電子部品販売事業 電気関連システム化事業 電気商品卸販売事業 不動産管理事業
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４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 （注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．上記のうちに、特定子会社に該当する会社はありません。 

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４．大和無線電器㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。 

主要な損益情報等    （1）売上高     11,212百万円 

    （2）経常利益      208百万円 

    （3）当期純利益        154百万円 

    （4）純資産額          890百万円 

    （5）総資産額        3,811百万円 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パート、派遣社員）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載

しております。  

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ76名増加いたしましたのは、平成18年４月１日より、大和無線電器㈱が

当社の連結子会社になったこと等によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数（パート、派遣

社員）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりません。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内
容 

子会社の
議決権に
対する所
有割合 
（％） 

関係内容 

役員の 
兼任等 

資金援助 
（百万円） 

営業上 
の取引 

設備の 
賃貸借 

業務 
提携等 

大和無線電器㈱ 
京都市 

右京区 
87 

電気商品卸販売

及び電子部品販

売 

100 兼任あり なし  
商品の販売

及び仕入 
なし なし 

㈱システム機器

センター 

大阪市 

浪速区 
20 

電気関連システ

ム化事業（弱電

設備設計・施工

事業） 

100 兼任あり 102 商品の販売 建物の賃貸 なし 

㈱響和 
大阪市 

浪速区 
12 不動産管理事業 100 兼任あり なし なし 

土地、建物

の賃貸 
なし 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

電気商品卸販売事業     209（79） 

電子部品販売事業 18（４） 

電気関連システム化事業（弱電設備設計・施工事業） 7（－） 

不動産管理事業 2（－） 

全社（共通） 7（１） 

合計   243（84） 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

149 （33） 41.8 19.3 5,652,930 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景に設備投資は依然高い水準を維持しており、個人

消費は力強さに欠けるものの雇用情勢に改善が見られるなど、景気は緩やかな回復基調を辿ってまいりました。 

当家電流通業界におきましては、薄型テレビは店頭価格の下落があったものの、地上デジタル放送地域の拡大等

により販売は好調に推移し、また、洗濯機、調理家電の高付加価値商品等も堅調に推移しました。一方、Windows 

Vista発売前のパソコン本体の買い控えや、暖冬の影響で、パソコン本体や季節家電商品は苦戦を強いられました。

また、大手家電量販店においては、合従連衡、業界再編等のスピードがますます加速されてきており、同業他社

との価格競争も激化し、依然として厳しい状況が続いております。 

このような中、当社におきましては、取引先、消費者のニーズに対応したオリジナル商品の開発強化と、家電流

通業界の変革への迅速な対応に、全社をあげて取り組んでまいりました。平成18年４月１日付で大和無線電器㈱を

連結子会社化する一方、同日付で当社の関東５事業所を統合し、併せて関東物流センターの本格稼動開始等、Ｍ＆

Ａ、事業投資を積極的に進めるとともに業務の効率化も図ってまいりました。 

 この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は326億２千万円で前連結会計年度比45.1％の増収となり、経

常利益は11億９千１百万円で前連結会計年度比4.8%の減益、当期純利益は、継続的な地価下落に伴い賃貸固定資産1

件について減損損失として特別損失に９千３百万円計上したこと等により、５億２千９百万円で前連結会計年度比

5.6％の減益となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

電気商品卸販売事業におきましては、売上高は309億８千１百万円（前連結会計年度比41.6％増）となりました

が、営業利益は、関東５事業所の統合と関東物流センター稼動に伴う初期費用の増加等により２億１千２百万円

（前連結会計年度比48.0％減）となりました。  

 電子部品販売事業におきましては、企業収益の改善に伴う設備投資の増加等により売上高は11億３百万円、営業

利益は２千９百万円となりました。 

 電気関連システム化事業におきましては、受注競争激化等に伴い、売上高は５億２千２百万円（前連結会計年度

比12.5％減）、営業損失は１百万円（前連結会計年度は４百万円の営業利益）となり、不動産管理事業におきまし

ては、手数料の増加等により営業収入は１千２百万円（前連結会計年度比13.2％増）、営業利益は３百万円となり

ました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末比６億５千万円

減少し、当連結会計年度末には35億７千万円となりました。 

 また、当連結会計年度におけるフリー・キャッシュ・フローはマイナス18億９千２百万円（前連結会計年度はマ

イナス３億２千３百万円）となりました。 

営業活動の結果使用した資金は14億８千８百万円（前連結会計年度は６億３千３百万円の獲得）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益が９億９千万円（前連結会計年度比３百万円増）となったものの、売上債権

の増加２億４千８百万円、たな卸資産の増加７億５千８百万円、並びに連結子会社大和無線電器㈱における買掛金

の支払いを支払手形から現金に変更したことによる仕入債務の減少13億６千８百万円等により資金が減少したこと

によるものであります。 

 投資活動により得られた資金は５億９百万円（前連結会計年度は14億５千１百万円の使用）となりました。これ

は主に、投資有価証券償還による収入14億６千９百万円、定期預金の払戻による収入３億４千１百万円等があった

一方、定期預金の預入による支出６億４千１百万円、投資有価証券取得による支出４億２千８百万円、関係会社株

式取得による支出２億５千８百万円があったこと等によるものであります。 

 財務活動により得られた資金は３億２千８百万円（前連結会計年度は３億９千９百万円の使用）となりました。

これは、短期借入金の純増額11億円、長期借入の返済による支出２億２千万円、親会社による配当金の支払４億５

千万円と、自己株式の取得による支出１億１百万円があったことによるものであります。 

 （注） フリー・キャッシュ・フローは以下の計算式を使っております。 

フリー・キャッシュ・フロー＝当期純利益＋減価償却費－設備投資額－運転資本増加額 

なお、運転資本は、売掛金＋受取手形＋棚卸資産－買掛金－支払手形で算出しております。 
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２【販売の状況】 

販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１. セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．当連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。 

※ 前連結会計年度における主要な相手先の販売実績の総販売実績に対する割合は、全て100分の10未満であ

るため記載を省略しております。 

３．平成18年４月１日より、大和無線電器㈱が当社の連結子会社となりました。これに伴い、「電子部品販売事

業」が新たに加わりました。 

４．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当社を取り巻く経営環境は、ますます厳しさが増し、変化のスピードも加速されてきております。当社の主要販売

先である大手量販店におきましては、合従連衡、業界再編等の変革、同業他社との価格競争の激化等、依然として厳

しい状況が続いております。 

 当社は、このような中での業績拡大を図るため、営業体制の見直しによる営業力の強化、オリジナル商品の開発の

強化及び物流の改革等により、業界の変化に対応出来る仕組み作りを構築してまいります。 

 併せて、当社は、経営資源の有効活用策として、賃貸用不動産の更なる活性化を行ない、一層の企業価値向上を図

ってまいります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日）  

前年同期比（％） 

電気商品卸販売事業（百万円） 30,981 141.6 

電子部品販売事業（百万円） 1,103 － 

電気関連システム化事業（百万円） 522 87.5 

不動産管理事業（百万円） 12 113.2 

計 32,620 145.1 

相手先 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額 (百万円) 割合（％） 

 株式会社ミドリ電化 4,318 13.2 
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４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のあるリスクには、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

 また、事業等のリスクは、これらに限定されるものではありません。 

  (1）経済動向による影響について 

 当社は家電小物商品等、個人消費財を販売しており、国内の景気動向と個人消費に連関しております。従っ

て、今後の経済および個人消費の動向によって当社の業績が影響を受ける可能性があります。 

  (2）業界動向及び競合等による影響について  

 当家電流通業界におきましては、企業間競争が激しく、競合他社との価格競争が激化し、また当社の重要販売

先である大手家電量販店等におきましても、依然として合従連衡、寡占化が進んでおります。今後のこうした動

向によって当社の業績が影響を受ける可能性があります。 

  (3）仕入先・メーカーとの連携について 

 当社の主要販売先の多くは、オンラインによる受発注はもとより、コンピューターによる高度な商品管理を行

っております。これらに対応するためには、当社と仕入先・メーカーとの連携が必要不可欠であります。 

 こうした中、仕入先・メーカーのたとえ１社に生産トラブル等が発生しても、それが当社の販売に影響し、業

績に影響を及ぼす恐れがあります。 

  (4）自然災害等について 

 大地震や台風等の自然災害によって、当社グループの営業設備、物流施設および情報管理関連施設等の拠点

に、甚大な被害を受ける可能性があり、その規模によっては当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  (5）投資有価証券の減損処理について 

 当社では、投資有価証券の減損処理に当たっては、「時価が著しく下落した」と判断するための合理的な社内

基準に基づいて行っております。 

 今後の株式市況の動向、また保有する個別銘柄の業績の動向によって減損処理を余儀なくされる銘柄が出てく

る可能性があります。 

 (6）年金債務について 

 当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適格退職年金制度を併用しております。 

 退職給付費用及び債務は簡便法により算出しておりますが、計算要素となる年金資産の運用状況によって当社

グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

  (7）海外生産について 

 当社のオリジナル商品や多くの取引メーカーにおいては、中国、ベトナム等、海外生産の比重が高くなってお

ります。 

 こうした中、その国情の変化及び社会的事件の発生等により生産に支障が発生し、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

  (8）システムトラブルについて 

 当社のコンピューターシステムは、本社に設置されたホストコンピューターと、各事業所の端末機をフレーム

リレー網で接続する本社集中型となっております。 

 万一、ネットワークに障害が発生した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ⑨ 信用リスクについて 

 当社では営業取引において、取引先の信用悪化や経営破綻等による損失が発生する信用リスクを負っておりま

す。当社では当該リスクを管理するために、取引先ごとに与信限度枠を設定し取引先管理を行っております。併

せて、取引信用保険により一定のリスクヘッジを講じておりますが、全てをカバー出来るものではありません。

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

2007/06/18 11:48:39株式会社電響社/有価証券報告書/2007-03-31



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に際し、当社経営者は、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・

負債の開示、並びに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければな

りません。当社経営者は、売掛金、貸倒債権、棚卸資産、投資、買掛金、退職給付費用、偶発事象や訴訟等に関す

る見積り及び判断に対して、継続的に評価を行っております。 

 当社経営者は、過去の実績や状況に応じ合理的であると考えられる様々な要因に基づき、見積りと判断を行い、

その結果は、他の方法では判定しにくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数値についての判断の基礎となり

ます。 

 実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

(2）経営成績の分析 

 当社グループの当連結会計年度の売上高326億２千万円で、前連結会計年度比45.1％の増収となりましたが、こ

の主な要因は、平成18年４月１日より大和無線電器㈱が当社の連結子会社になったことによるものであります。 

 一方、営業利益は２億４千３百万円で前連結会計年度比41.9％の減益となりました。 

 これは、平成18年４月１日付で関東５事業所の統合と、同日付で関東物流センターを開設いたしましたが、これ

らにかかる初期費用が前連結会計年度にない経費として大きくかかったこと、また、暖冬の影響で冬物商品が苦戦

を強いられ、利益確保面において当初の見込みを大きく下回ったこと等によるものであります。 

 また、当連結会計年度の営業外収支は前連結会計年度に比べて１億１千５百万円増加していますが、これは、当

社グループとして金融収支の改善を図ったこと等によるものであります。 

(3）財政状態の分析 

 平成18年４月１日より大和無線電器㈱が当社の連結子会社になったことにより、当連結会計年度末における資

産、負債及び純資産の金額は、前連結会計年度末に比べて、それぞれの項目において増加しております。 

 この中で、当連結会計年度末における賃貸固定資産が、前連結会計年度末に比べて８億４千８百万円増加してお

りますが、この主な要因は、目的変更による有形固定資産から賃貸固定資産への振替９億９千万円によるものであ

ります。 

 また、当連結会計年度末において、短期借入金12億５千万円、１年以内返済予定の長期借入金５千５百万円あり

ますが、これは全て連結子会社の大和無線電器㈱のものであります。 

 なお、当連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローが14億８千８百万円のマイナスとなってお

りますが、これは主に、営業外収支の改善を図るため、連結子会社の大和無線電器㈱における買掛金の支払いにつ

いて、支払手形から現金に切り替えたこと等による仕入債務の減少13億６千８百万円と、オリジナル商品開発強化

等に伴うたな卸商品の増加７億５千８百万円によるものであります。 

（参考指標） 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期

自己資本比率（％） 86.3 86.8 87.5 87.1 77.7 

時価ベースの自己資本比率

（％） 
21.6 43.6 53.8 69.0 46.0 
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第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において、電気商品卸販売事業（当社）の事業所の統廃合と目的変更に伴い、当社の下記設備を有

形固定資産から賃貸固定資産に振替処理をしております（平成18年４月１日付）。 

 （提出会社） 

 （注） 帳簿価額のうち「その他」は、器具備品であります。 

なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

 （大和無線電器㈱） 

 なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 

土地 
建物 
金額 

その他 合計 
面積(㎡) 金額 

旧千葉営業所 

 （千葉県中央区） 
電気商品卸販売  事務所・倉庫 731.57 148 10 1 161 － 

旧東京支店 

 （東京都千代田区） 
電気商品卸販売  事務所・倉庫 390.27 247 13 0 261 － 

旧多摩営業所 

  (東京都立川市) 
電気商品卸販売  事務所・倉庫 764.77 120 10 0 131 － 

旧横浜営業所 

  (横浜市中区) 
電気商品卸販売  事務所・倉庫 330.08 36 44 0 80 － 

旧高松営業所 

  (香川県高松市) 
電気商品卸販売  事務所・倉庫 1,040.64 77 21 0 99 － 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 

土地 
建物 
金額 

その他 合計 
面積(㎡) 金額 

舞鶴土地 

 （京都府舞鶴市） 
電気商品卸販売  土地 1,006.00 124 － － 124 － 

  （平成19年３月31日現在）

区分 用途 所在地 設備の内容 

土地 建物 
その他 

(百万円) 

投下資本 
合計 

(百万円) 

従業
員数 
(人) 面積（㎡） 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

営業設備 

(電気商品卸

販売事業） 

本社・大阪支店 大阪市浪速区 事務所・倉庫 1,402.75 491 57 62 612 44 

札幌営業所 札幌市中央区 〃 1,102.93 70 8 0 79 4 

仙台営業所 仙台市若林区 〃 1,067.23 91 12 1 105 7 

新潟営業所 新潟県新潟市 〃 1,085.00 166 31 0 198 4 

北関東営業所 栃木県宇都宮市 〃 － － 0 1 1 6 

関東物流センター 千葉県柏市 〃 5,680.00 479 276 15 770 32 

静岡営業所 静岡市駿河区 〃 1,080.04 273 9 1 284 7 

名古屋支店 名古屋市西区 〃 1,313.35 256 35 1 294 18 

広島営業所 広島市西区 〃 700.17 150 15 1 166 5 

松山営業所 愛媛県松山市 〃 1,465.81 84 17 1 103 7 

福岡支店 福岡市博多区 〃 2,824.00 137 21 2 160 15 

計 － － 17,721.28 2,200 487 89 2,777 149 

非営業設備 
福利厚生施設 堺市南区 マンション 54.22 1 2 － 4 － 

計 － － 54.22 1 2 － 4 － 

有形固定資産計 － － 17,775.50 2,201 489 89 2,781 149 
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 （注）１．投下資本額は平成19年３月末帳簿価額によっております。 

２．投下資本の「その他」は、車輌運搬具、器具及び備品であります。 

区分 用途 所在地 設備の内容 

土地 建物 
その他 

(百万円) 

投下資本 
合計 

(百万円) 

従業
員数 
(人) 面積（㎡） 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

賃貸設備 

響和モータープー

ル 
札幌市中央区 駐車場 550.91 28 0 － 28 － 

萩野町ビル 仙台市宮城野区 事務所 349.55 39 6 － 46 － 

小山貸事務所 栃木県小山市 事務所・倉庫 886.24 65 21 0 87 － 

板橋倉庫 東京都板橋区 事務所・倉庫 1,356.79 549 73 0 623 － 

東京貸駐車場 東京都千代田区 駐車場 390.27 247 － － 247 － 

千葉貸事務所 千葉市中央区 事務所 731.57 148 9 － 158 － 

立川貸事務所 東京都立川市 事務所 764.77 120 21 0 142 － 

横浜貸事務所 横浜市中区 事務所 330.08 36 41 0 77 － 

名古屋駅前ビル 名古屋市中村区 事務所 173.55 13 7 0 20 － 

名古屋児玉ビル 名古屋市西区 店舗 664.00 51 35 － 87 － 

響和モータープー

ル 
石川県金沢市 駐車場 527.00 113 1 － 115 － 

響和モータープー

ル 
石川県金沢市 駐車場 541.74 24 － － 24 － 

京都貸事務所 京都市南区 事務所・倉庫 661.17 195 10 － 206 － 

奈良貸事務所 奈良県奈良市 事務所 419.19 73 25 － 99 － 

日本橋２丁目ビル 大阪市中央区 店舗 682.57 32 81 － 114 － 

響和モータープー

ル 
大阪市浪速区 駐車場 192.92 61 － － 61 － 

デンキョー日本橋

ビル 
大阪市浪速区 事務所 224.26 21 153 － 175 － 

千里店舗 大阪府吹田市 店舗 231.39 4 20 － 25 － 

千里丘店舗 大阪府摂津市 店舗 663.00 36 18 － 55 － 

浅香山住宅 堺市堺区 住宅 79.90 2 0 0 3 － 

神戸貸事務所 神戸市兵庫区 事務所・倉庫 359.60 31 7 0 39 － 

岡山貸事務所 岡山県岡山市 事務所・倉庫 330.60 20 0 － 21 － 

福山貸倉庫 広島県福山市 倉庫 993.00 28 5 0 33 － 

河原町ビル 広島市中区 事務所 150.84 10 5 － 16 － 

高松貸事務所 香川県高松市 事務所 1,040.64 77 19 0 97 － 

松山貸店舗 愛媛県松山市 店舗 539.00 30 12 － 43 － 

北九州貸事務所 北九州市小倉南区 事務所・倉庫 774.34 79 15 0 94 － 

奈良屋町ビル 福岡市博多区 事務所 119.01 4 1 － 5 － 

駅前駐車場 福岡市博多区 駐車場 641.01 53 － － 53 － 

熊本貸事務所 熊本県熊本市 事務所・倉庫 527.91 69 10 0 80 － 

 
ワンルームマンシ

ョン６物件 
  マンション 460.45 57 111 0 169 － 

賃貸固定資産計 － － 16,357.27 2,332 718 1 3,052 － 

合計 － － 34,132.77 4,534 1,208 91 5,834 149 
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(2）国内子会社 

（大和無線電器㈱） 

 （注）１．投下資本額は平成19年３月末帳簿価額によっております。 

２．投下資本の「その他」は、設備造作、器具及び備品、建設仮勘定であります。 

３. 営業設備の貸店舗は、平成19年５月開店であります。 

上記の他、主要な賃借設備は、以下のとおりであります。 

※  連結子会社の㈱システム機器センター及び㈱響和における主要な設備は、当社よりの賃借によっております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度において重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  （平成19年３月31日現在）

区分 用途 所在地 設備の内容 

土地 建物 
その他 

(百万円) 

投下資本 
合計 

(百万円) 

従業
員数 
(人) 面積（㎡） 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

営業設備 

（電気商品卸

販売事業） 

本社・電子京都営

業所 
京都市右京区 事務所・倉庫 498.19 94 5 0 99 24 

大阪支店・電子大

阪・商品部 
大阪府吹田市 〃 495.00 170 44 3 217 17 

京滋・電子滋賀営

業所 
滋賀県栗東市 〃 523.43 42 26 0 68 9 

計 － － 1,516.62 306 75 3 384 50 

非営業設備 

福利厚生施設 和歌山県田辺市 マンション   0 3 － 3 － 

福利厚生施設 那須郡那須町 マンション   0 2 － 2 － 

計 － －   0 5 － 5 － 

有形固定資産計 － － 1,516.62 306 80 3 389 50 

賃貸設備 
貸店舗 京都府舞鶴市 店舗 1,006.00 124 － 30 154 － 

計 － － 1,006.00 124 － 30 154 － 

賃貸固定資産計 － － 1,006.00 124 － 30 154 － 

合計 － － 2,522.62 430 80 33 543 50 

  （平成19年３月31日現在）

区分 用途 所在地 設備の内容 
建物延面積 

（㎡） 
従業員数 

(人) 
年間賃借料 
(百万円) 

営業設備  

関東営業所・関東物流センター 埼玉県桶川市 事務所・物流センター 2,609.20 12 27 

横浜営業所 横浜市港北区 事務所 115.00 5 4 

名古屋営業所 愛知県名古屋市 事務所 119.00 3 2 

関西物流センター 大阪府豊中市 物流センター 1,401.76 4 26 

神戸営業所 兵庫県明石市 事務所 75.86 3 3 

畿北営業所 

第二関西物流センター 
兵庫県朝来市 事務所・物流センター 2,663.38 5 26 

合計 － － 6,984.20 32 90 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 利益による株式消却であります。 

(5）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式529,462株は「個人その他」に529単元及び「単元未満株式の状況」に462株含めて記載しておりま

す。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 23,667,000 

計 23,667,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株）

（平成19年３月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,330,042 13,330,042 
㈱大阪証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 13,330,042 13,330,042 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年３月１日 △333,000 13,330,042 － 2,644,650 － 2,560,800 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 12 8 85 14 － 1,420 1,539 － 

所有株式数

（単元） 
－ 2,298 66 3,893 830 － 6,132 13,219 111,042 

所有株式数の

割合（％） 
－ 17.38 0.50 29.45 6.28 － 46.39 100.00 － 
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(6）【大株主の状況】 

 （注） 上記の他、自己株式が529千株あります。 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社イワタニ 大阪府池田市石橋２丁目８－１ 1,715 12.86 

電響社取引先持株会 大阪市浪速区日本橋東２丁目１－３ 655 4.91 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 637 4.77 

岩谷 伝枝 大阪府池田市 542 4.07 

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通１丁目２－26 411 3.08 

エスジーエスエスエスジービーテ

ィールクス 

(常任代理人 香港上海銀行東京

支店） 

東京都中央区日本橋３丁目11－１ 359 2.69 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 325 2.43 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 

日本生命証券管理部内 
300 2.25 

中野 修 東京都中野区 293 2.20 

日本瓦斯株式会社 東京都中央区八丁堀２丁目10－７ 289 2.16 

計 － 5,529 41.48 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    529,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,690,000  12,690 － 

単元未満株式 普通株式  111,042 － － 

発行済株式総数 13,330,042 － － 

総株主の議決権 － 12,690 － 
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②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社電響社 

大阪市浪速区日本

橋東２丁目１番３

号 

529,000 － 529,000 3.97 

計 － 529,000 － 529,000 3.97 
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２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得並びに旧商法第221条第６項の規定に基づく単元

未満株式の買取請求による普通株式の取得並びに会社法第155条第７号に該当する普通株式の取

得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。 

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年９月19日）での決議状況 

（取得期間 平成18年９月20日～平成18年12月29日） 
300,000 300,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 103,000 94,760,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 197,000 205,240,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 65.7 68.4 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） 65.7 68.4 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 6,440 6,463,910 

当期間における取得自己株式 825 820,505 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 529,462 － 530,287 － 
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３【配当政策】 

 当社は、株主への配当政策を経営上の最重要課題のひとつとして位置づけており、利益配分につきましては、財務

体質と経営基盤の強化を図るとともに、株主の皆様への安定的な配当の維持及び適正な利益還元を基本としておりま

す。 

  内部留保につきましては、今後ますます厳しくなる同業他社との価格競争に備え、今まで以上にコスト競争力を高

めることや、将来の事業展開に役立てたいと考えております。 

 当期の配当につきましては、１株当たり期末普通配当15円（１株当たり中間配当15円と合わせ、１株当たり年間普

通配当30円）を実施することを決定いたしました。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定め

ております。  

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は株式会社大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は株式会社大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

 平成18年11月17日 

 取締役会決議 
192 15 

 平成19年６月28日 

 定時株主総会決議 
192 15 

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 410 870 1,095 1,477 1,298 

最低（円） 345 380 570 880 854 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 918 896 1,035 1,055 1,085 1,039 

最低（円） 885 854 872 993 1,010 990 
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５【役員の状況】 
  （平成19年６月29日現在）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

取締役社長 
営業本部長 藤野 博 昭和23年12月19日生

昭和42年３月 当社へ入社 

平成３年４月 名古屋支店長 

平成９年６月 当社取締役に就任 

平成15年６月 当社常務取締役に就任 

平成15年６月 東日本営業部長兼東京支店長 

平成16年６月 当社代表取締役社長に就任（現

任） 

平成16年６月 営業本部長兼商品本部長に就任 

平成19年４月 営業本部長に就任（現任） 

（主要な兼職） 

平成16年５月 株式会社響和代表取締役社長に

就任（現任） 

平成18年４月 大和無線電器株式会社代表取締

役会長に就任（現任） 

平成19年５月 株式会社システム機器センター

代表取締役社長に就任（現任） 

（注）2 10 

取締役 
情報システム部

長 
髙木 満洲 昭和22年７月13日生

昭和49年４月 永大産業株式会社へ入社 

昭和57年８月 株式会社ビジネスブレイン太田

昭和へ入社 

昭和62年８月 当社へ入社 

平成元年６月 情報システム室長 

平成９年６月 当社取締役に就任（現任） 

平成９年６月 情報システム部長（現任） 

（注）2 8 

取締役 経理部長 辻 正秀 昭和28年９月16日生

昭和51年３月 当社へ入社 

平成15年６月 当社執行役員に就任 

平成15年６月 経理部長（現任） 

平成17年６月 当社取締役に就任（現任） 

（注）2 5 

取締役 
営業部長 

兼卸店担当部長 
河野 保広 昭和27年４月５日生

昭和46年３月 当社へ入社 

平成10年11月 大阪支店長 

平成11年６月 当社取締役に就任 

平成13年６月 当社取締役を退任 

平成15年６月 当社執行役員に就任 

平成15年６月 西日本営業部長兼大阪支店長 

平成18年４月 西日本営業部長兼卸店担当部長 

平成19年４月 営業部長兼卸店担当部長（現

任） 

平成19年６月 当社取締役に就任（現任） 

（注）2 3 
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 （注）１．監査役山崎邦子、樋田孝則及び山田拓幸は、会社法第２条16号に規定する社外監査役であります。 

 ２．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

 ３．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

 ４．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

 ５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役   望月 修 昭和18年７月22日生

昭和42年４月 株式会社三和銀行（現、株式会

社三菱東京ＵＦＪ銀行）へ入行 

昭和61年11月 同行 宇部支店長 

平成９年６月 株式会社三和総合研究所（現、

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル

ティング株式会社）へ入社 

平成12年７月 当社入社、経営企画室長 

平成13年６月 当社取締役に就任 

平成13年６月 総務部長兼社長室長 

平成16年６月 当社常勤監査役に就任（現任） 

（注）3 13 

監査役   山崎 邦子 昭和23年６月５日生

昭和62年５月 有限会社イワタニ（現、株式会

社イワタニ）監査役就任 

平成18年６月 同社監査役退任 

平成18年６月 当社監査役に就任（現任） 

  

（注）4 
30 

監査役   樋田 孝則 昭和20年８月14日生

昭和39年３月 株式会社三和銀行（現、株式会

社三菱東京ＵＦＪ銀行）へ入行 

平成６年４月 同行 伊丹支店長 

平成18年３月 三菱ＵＦＪスタッフサービス株

式会社入社 

平成19年６月 当社監査役に就任（現任） 

（注）5 － 

監査役   山田 拓幸 昭和25年11月26日生

昭和48年４月 監査法人中央会計事務所大阪事

務所（現、みすず監査法人）に

入所 

平成11年４月 中央監査法人（現、みすず監査

法人）代表社員に就任 

平成18年10月 山田公認会計士事務所を開設 

平成19年６月 当社監査役に就任（現任） 

（注）5 5 

        計   74 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、企業価値の継続的な向上を目指し、健全で透明性の高い経営が実現できるよう、経営体制や経営組織、

経営システムを整備し必要な施策を実施していくことが、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方であ

ると認識しており、経営上の重要課題のひとつであると位置づけております。 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の内容 

 当社は、監査役制度を採用しており、また経営の迅速化、事業構造改革推進、監督機能の強化を図る体制と

して、執行役員制度を採用しております。取締役会は、代表取締役社長を含む取締役４名体制であり、取締役

会が決定した経営方針、戦略に従って、執行役員等が一部権限委譲を受け、業務執行の迅速化と責任の明確化

を図っております。 

② 会社の機関・内部統制システムの関係 

 会社の機関と内部統制システムの関係の模式図は次のとおりであります。（提出日現在） 

 
（注）当社は、企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて、弁護士など複数の専門家から、経営判断上の参考とするためのアドバ

イスを受ける体制を取っております。 

③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社は、平成18年5月12日の取締役会において以下の事項を決議いたしました。 

 当会社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当会社の業務の適正化を確保するための

体制（以下「内部統制」という）を整備する。 

１． 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 コンプライアンス体制を確立しその徹底を図るため、総務部内にコンプライアンス担当者を置き、コンプ

ライアンスプログラムに基づき、法令・定款の遵守を最優先課題としてグループ全体に徹底を図り、随時モ

ニタリングを行う。 

 また、内部監査部門による監査、内部通報制度により不祥事の早期発見及び予防に努める。 

 

会計監査 

業務監査 

監督 

株 主 総 会 

取締役会 

取締役（４名） 

監査役会 
監査役（４名） 

（うち社外監査役３名） 

代表取締役社長 

業務担当取締役 部門管理 

執行役員    部門管理 

会計監査人 

内部監査室 
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２． 株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制 

(1) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役の職務執行に係る情報は、文書管理規程に基づき、適切に保存及び管理する。 

 (2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 事業活動全般にわたり生じ得る様々なリスクのうち、経営戦略上のリスクについては、事前に関連事業に

おいてリスクの分析やその対応策の検討を行い、必要に応じて幹部会議、取締役会において審議を行う。 

 またリスク管理基本方針に基づき、部門毎にリスクの所在・種類等を的確に把握し、リスク管理の徹底を

図る。 

(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

  経営の迅速化、事業構造改革推進、監督機能の強化を図るため、業務執行権限の一部を執行役員等に委譲

する。 

  また、緊急かつ全社的に重要な影響を及ぼす事項については、多面的かつ慎重な検討を加えるため、取締

役・監査役・執行役員等使用人による幹部会議を必要に応じて開催し、取締役会に諮問又は報告する。 

 (4) 当会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 当社グループの企業価値の向上を図るため、また社会的責任を全うするために、グループ経営理念に基づ

きグループ各社の管理規程の一元化と事業の総括的管理を行い、グループ間の指揮・命令、意志疎通の連携

を密にし、指導・助言・評価を行いながらグループ全体の業務の適正を図っていく。 

(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制 

  当面、設置しない。 

(6) 前号(5)の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 設置する際、定めることとする。 

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

 取締役及び使用人は、グループ各社に著しい損害を及ぼす恐れや事実の発生、信用を著しく失墜させる事

態、内部管理の体制・手続等に関する重大な欠陥や問題、法令違反等の不正行為や重大な不当行為などにつ

いて、書面もしくは口頭にて監査役に報告することとする。 

  また、監査役は必要に応じ、いつでも取締役及び使用人に報告を求めることが出来ることとする。 

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

  代表取締役と監査役との会合を随時開催し、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスクのほか、監査

役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を図る。 

 ④ 内部監査及び監査役監査の状況 

・ 内部監査については、内部監査室が設置されており、人員は１名であります。 

・ 監査役監査については、常勤監査役が中心となり実施しております。（常勤１名、非常勤３名（うち、社

外   監査役３名））取締役会その他重要な会議に出席し、法令・定款違反や株主利益を侵害する事実

の有無、内部統制システムの機能状況等について重点的に監査を実施しております。 

・ 内部監査室と監査役との情報交換は、相互の監査報告等により随時行っております。 
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⑤ 会計監査の状況 

・ 当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名は、山田茂善と高木勇の２名であり、それぞれ太陽ＡＳ

Ｇ監査法人の代表社員であります。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士９名、会計士

補等７名、その他２名であります。 

・ 会計監査人と、監査役との情報交換は、会計監査人による監査報告会や会計監査人の監査役会への出席等

により随時行っております。 

 ⑥ 社外監査役との関係 

 当社との利害関係はありません。 

（２）リスク管理体制の整備の状況 

 当社は、事業活動全般にわたり生じ得る様々なリスクのうち、経営戦略上のリスクについては、事前に関連

事業においてリスクの分析やその対応策の検討を行い、必要に応じて幹部会議、取締役会において審議を行っ

ております。 

 また、部門毎にリスクの所在・種類等を的確に把握し、リスク管理の徹底を図っております。 

（３）役員報酬の内容  

役員報酬 

取締役 ４名  109,501千円 

監査役 ４名   24,560千円（うち社外 ２名 6,910千円） 

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．取締役の報酬等の額には平成19年６月28日開催の第59回定時株主総会において決議されました役

員賞与25,000千円が含まれております。 

３．上記報酬等の額には役員退職慰労金の当期増加額が含まれております。 

（４）監査報酬の内容 

 当社の太陽ＡＳＧ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づ

く報酬等の合計額は、19百万円であります。なお、当社と会計監査人との間の監査契約において、証券取引法

に基づく監査と会社計算規則に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんの

で、当該報酬等の額はこれらの合計金額であります。  
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第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17

年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表

について、太陽ＡＳＧ監査法人により監査を受けております。 
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１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     4,310     3,660  

２．受取手形及び売掛金  ※４   4,125     5,663  

３．有価証券     1,170     －  

４．たな卸資産     696     1,860  

５．繰延税金資産     57     85  

６．その他     265     628  

７．貸倒引当金     △5     △45  

流動資産合計     10,620 42.2   11,854 42.6 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物   2,140     1,864    

減価償却累計額   △1,520 619   △1,268 595  

(2）車輌運搬具   3     6    

減価償却累計額   △2 0   △3 3  

(3）器具及び備品   187     212    

減価償却累計額   △154 32   △119 93  

(4）土地     2,955     2,414  

(5）建設仮勘定     26     30  

有形固定資産合計     3,633 14.5   3,136 11.3 

２．無形固定資産              

(1）のれん     －     340  

(2）その他     10     34  

無形固定資産合計     10 0.0   375 1.3 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券     5,507     5,453  

(2）長期貸付金     0     0  

(3）賃貸固定資産   3,595     4,813    

減価償却累計額   △1,267 2,328   △1,635 3,177  

(4）長期預金     2,900     3,400  

(5）繰延税金資産     0     60  

(6）その他     146     363  

(7）貸倒引当金     △3     △2  

投資その他の資産合計     10,880 43.3   12,452 44.8 

固定資産合計     14,524 57.8   15,963 57.4 

資産合計     25,145 100.0   27,817 100.0 
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前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金     1,607     2,902  

２．短期借入金     －     1,250  

３．１年以内返済予定の長
期借入金 

    －     55  

４．未払法人税等     82     277  

５．未払消費税等     18     29  

６．賞与引当金     99     139  

７．役員賞与引当金     －     34  

８．その他     141     244  

流動負債合計     1,950 7.8   4,931 17.7 

Ⅱ 固定負債              

１．繰延税金負債     676     496  

２．退職給付引当金     71     161  

３．役員退職慰労引当金     123     169  

４．預り保証金     411     436  

固定負債合計     1,284 5.1   1,265 4.5 

負債合計     3,234 12.9   6,196 22.3 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   2,644 10.5   － － 

Ⅱ 資本剰余金     2,560 10.2   － － 

Ⅲ 利益剰余金     15,775 62.7   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    1,122 4.5   － － 

Ⅴ 自己株式 ※３   △192 △0.8   － － 

資本合計     21,910 87.1   － － 

負債資本合計     25,145 100.0   － － 
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前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   2,644 9.5 

２．資本剰余金     － －   2,560 9.2 

３．利益剰余金     － －   15,829 56.9 

４．自己株式     － －   △293 △1.1 

  株主資本合計     － －   20,740 74.6 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   880 3.2 

  評価・換算差額等合計     － －   880 3.2 

純資産合計     － －   21,621 77.7 

負債純資産合計     － －   27,817 100.0 
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②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     22,481 100.0   32,620 100.0 

Ⅱ 売上原価     19,088 84.9   27,836 85.3 

売上総利益     3,392 15.1   4,784 14.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１            

１．販売費   1,755     2,372    

２．一般管理費   1,217 2,972 13.2 2,167 4,540 13.9 

営業利益     419 1.9   243 0.7 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   158     147    

２．受取配当金   47     70    

３．仕入割引   458     588    

４．投資不動産賃貸料   269     281    

５．その他   92 1,026 4.6 146 1,234 3.8 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   0     12    

２．売上割引   82     178    

３．賃貸固定資産減価償却
費 

  46     48    

４．為替差損   38     22    

５．その他   27 194 0.9 25 287 0.9 

経常利益     1,251 5.6   1,191 3.7 

Ⅵ 特別利益              

１．償却債権取立益   0     0    

２．貸倒引当金戻入益   1 2 0.0 12 12 0.0 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※２ 1     80    

２．投資有価証券評価損   0     0    

３．減損損失 ※３ 218     93    

４．厚生年金基金脱退特別
掛金 

  46     －    

５．貸倒引当金繰入   － 267 1.2 38 213 0.7 

税金等調整前当期純利
益 

    986 4.4   990 3.0 

法人税、住民税及び事
業税 

  280     479    

法人税等調整額   145 426 1.9 △18 461 1.4 

当期純利益     560 2.5   529 1.6 
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③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,560 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     2,560 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     15,627 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益   560 560 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   387  

２．役員賞与   25 412 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     15,775 

       

 

株主資本 
評価・換算差

額等 
純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 
その他有価証
券評価差額金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,644 2,560 15,775 △192 20,788 1,122 21,910 

連結会計年度中の変動額              

剰余金の配当（注）     △258   △258   △258 

剰余金の配当     △192   △192   △192 

利益処分による役員賞与（注）     △25   △25   △25 

当期純利益     529   529   529 

自己株式の取得       △101 △101   △101 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
          △242 △242 

連結会計年度中の変動額合計 － － 53 △101 △47 △242 △289 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
2,644 2,560 15,829 △293 20,740 880 21,621 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

税金等調整前当期純利益   986 990 

減価償却費   84 123 

減損損失   218 93 

貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

  △17 26 

賞与引当金の増減額（減
少：△） 

  △19 19 

役員賞与引当金増加額   － 34 

退職給付引当金の減少額   △100 △44 

役員退職慰労引当金の減
少額 

  △27 △38 

受取利息及び配当金   △205 △218 

支払利息   0 12 

投資有価証券評価損   0 0 

投資有価証券償還益   △1 － 

投資有価証券売却益   △34 △75 

為替差損   38 22 

固定資産除却損   1 37 

売上債権の増加額   △179 △248 

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

  161 △758 

その他流動資産の増減額
（増加：△） 

  0 △8 

のれんの償却額   － 17 

その他固定資産の増加額   △6 △9 

仕入債務の減少額   △146 △1,368 

未払消費税等の増加額   9 0 

その他流動負債の増加額   16 66 

預り保証金の増減額(減
少：△） 

  △10 24 

役員賞与の支払額   △25 △25 

小計   744 △1,326 

利息及び配当金の受取額   206 217 

利息の支払額   △0 △12 

法人税等の支払額   △316 △366 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  633 △1,488 
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前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

積立預金の預入による支
出 

  △216 △224 

積立預金の払戻による収
入 

  216 264 

定期預金の預入による支
出 

  △800 △641 

譲渡性預金の払戻しによ
る収入 

  500 － 

定期預金の払戻による収
入 

  － 341 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △800 △147 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △2 △22 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △737 △428 

連結範囲の変更を伴う子
会社株式の取得による支
出 

 ※２ － △258 

投資有価証券の償還によ
る収入 

  320 1,469 

投資有価証券の売却によ
る収入 

  68 156 

その他   0 － 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,451 509 

Ⅲ．財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

短期借入金の純増額   － 1,100 

長期借入の返済による支
出 

  － △220 

配当金の支払額   △387 △450 

自己株式の取得による支
出 

  △12 △101 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △399 328 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  19 0 

Ⅴ．現金及び現金同等物の減少
額 

  △1,198 △650 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首
残高 

  5,419 4,220 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末
残高 

 ※１ 4,220 3,570 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数  ２社 

㈱システム機器センター 

㈱響和 

(1）連結子会社の数  ３社 

大和無線電器㈱ 

㈱システム機器センター 

㈱響和 

 上記のうち、大和無線電器㈱につい

ては、平成18年４月１日付で新たに連

結子会社となりました。 

  (2）非連結子会社の数 

 該当事項はありません。 

(2）非連結子会社の数 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は下記を除いて連

結決算日（毎３月末日）と同一でありま

す。 

決算日    法人名 

３月20日   ㈱響和 

 なお、連結財務諸表の作成にあたって

は、上記㈱響和の、３月20日の本決算に

基づく財務諸表を使用しております。た

だし、連結決算日との間に重要な取引が

生じた場合には、連結上必要な調整を行

っております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

（時価のあるもの） 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

（時価のあるもの） 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

  （時価のないもの） 

 移動平均法による原価法 

（時価のないもの） 

同左 

  たな卸資産 

主として月別移動平均法による低

価法 

たな卸資産 

同左 
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法を採用しております。（た

だし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法によっておりま

す。） 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物  31～38年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。 

無形固定資産 

同左 

  賃貸固定資産 

 定率法を採用しております。（た

だし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法によっておりま

す。） 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物  31～47年 

賃貸固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額

のうち当連結会計年度の負担額を計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③    ────── ③ 役員賞与引当金 

 役員に対する賞与支給に充てるた

め、支給見込額を計上しておりま

す。 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の残高に基づき計

上しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社の役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 
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項目 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

同左 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

 通貨スワップについては、振当処

理の要件を満たしているので振当処

理を、金利スワップについては特例

処理の要件を満たしているので特例

処理を採用しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段…通貨スワップ、金

利スワップ 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段…同左 

  ｂ．ヘッジ対象…外貨建満期保有目

的の債券 

ｂ．ヘッジ対象…同左 

  ハ．ヘッジ方針 

 為替変動リスク及び金利リスクの

回避のため対象債券のヘッジを行っ

ております。 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

  ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 スワップ取引は振当処理または特

例処理の要件を満たしているので有

効性の評価を省略しております。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 該当事項はありません。 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 該当事項はありません。 ──── 

７．のれんの償却に関する事

項 

 ──── のれんは20年で均等償却しております。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

──── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日）を適用しております。これ

により税金等調整前当期純利益は218百万円減少しており

ます。  

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。  

─────── 

─────── 

─────── 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準

第４号）を適用しております。これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ34百万円減

少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は21,621百万

円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

 １．受取手形から控除されている裏書譲渡手形は79

百万円です。 

 １．受取手形から控除されている裏書譲渡手形は72

百万円です。 

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式13,330,042

株であります。 

※２．      ────── 

※３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式

420,022株であります。 

※３．      ────── 

※４．      ────── ※４．連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。当連結会計年度末日満期手形の金額

は、次のとおりであります。 

    受取手形 66百万円
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※１．販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

販売促進費       340百万円

配送費 748 

給料手当 517 

販売促進費          442百万円

配送費 1,057 

給料手当 708 

 一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

 一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

給料手当       400百万円

賞与引当金繰入額 99 

役員退職慰労引当金繰入額 21 

退職給付費用 △45 

福利厚生費 145 

消耗品費 41 

減価償却費 38 

給料手当       712百万円

賞与引当金繰入額 139 

役員賞与引当金繰入額 34 

役員退職慰労引当金繰入額 22 

退職給付費用 42 

福利厚生費 209 

消耗品費 67 

減価償却費 75 

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

建物   1百万円

器具備品   0百万円

賃貸固定資産    0百万円

計    1百万円

建物    7百万円

器具備品    8百万円

車輌運搬具    0百万円

賃貸固定資産     64百万円

計     80百万円

※３．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて、減損損失を計上いたしました。 

  
当社グループは、営業資産については営業拠点別

に、賃貸固定資産については賃貸物件別にグルーピン

グを行っております。 

時価が著しく下落していた賃貸物件に係る土地１件

について、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、当該

減少額を減損損失(218百万円）として特別損失に計上

いたしました。  

なお、正味売却価額は、固定資産税評価額を合理的

に調整した価額により評価しております。  

  

場所 用途 種類 その他 

 大阪市 賃貸  土地  駐車場

※３．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて、減損損失を計上いたしました。 

  
当社グループは、営業資産については営業拠点別

に、賃貸固定資産については賃貸物件別にグルーピン

グを行っております。 

時価が著しく下落していた賃貸物件に係る土地１件

について、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、当該

減少額を減損損失(93百万円）として特別損失に計上い

たしました。  

なお、正味売却価額は、固定資産税評価額を合理的

に調整した価額により評価しております。  

  

場所 用途 種類 その他 

 栃木県小山市 賃貸  土地  貸事務所
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加109千株は、市場買付による増加103千株と、単元未満株式の買取りによる増

加６千株によるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 13,330 － － 13,330 

合計 13,330 － － 13,330 

自己株式        

普通株式 420 109 － 529 

合計 420 109 － 529 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 258 20 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月17日 

取締役会 
普通株式 192 15 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 192 利益剰余金  15 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目と金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目と金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在）

  （百万円）

現金及び預金勘定 4,310 

積立預金 △90 

現金及び現金同等物 4,220 

  （百万円）

現金及び預金勘定 3,660 

積立預金 △90 

現金及び現金同等物 3,570 

※２．       ─────── ※２．平成18年４月１日に大和無線電器株式会社の株式を

取得し連結子会社といたしました。 

 取得いたしました大和無線電器株式会社の資産・負

債の主な内訳と当該取得による支出との関係は次の

とおりであります。 

流動資産   3,139百万円

固定資産 1,088 

のれん 358 

流動負債 △2,921 

固定負債 △559 

取得価額 1,104 

現金及び現金同等物 △845 

子会社株式の取得による支出 258 
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（リース取引関係） 

  

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 3 0 2 

合計 3 0 2 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 3 1 1 

合計 3 1 1 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 0百万円 

１年超 1百万円 

合計 2百万円 

１年内 0百万円 

１年超 1百万円 

合計 1百万円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 0百万円 

減価償却費相当額 0百万円 

支払利息相当額 0百万円 

支払リース料 0百万円 

減価償却費相当額 0百万円 

支払利息相当額 0百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 同左 

２.        ─────── ２. オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  １年内 1百万円 

１年超 4百万円 

合計 5百万円 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

 同左 
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（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

時価(百万円) 差額(百万円) 
連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

時価(百万円) 差額(百万円) 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

るもの 

国債・地方債等 1,170 1,181 11 － － － 

社債 255 267 12 255 264 9 

その他 － － － － － － 

小計 1,425 1,449 24 255 264 9 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

ないもの 

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

合計 1,425 1,449 24 255 264 9 

  種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額(百万円) 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額(百万円) 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

株式 1,542 3,477 1,935 1,468 3,186 1,717 

債券            

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 217 296 79 115 155 40 

小計 1,759 3,774 2,015 1,583 3,342 1,758 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

株式 （注1)288 259 △29 （注2)573   480 △93 

債券            

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 954 866 △87 954 928 △25 

その他 － － － － － － 

その他 310 300 △9 400 394 △5 

小計 1,553 1,426 △127 1,928 1,804 △124 

合計 3,312 5,200 1,887 3,512 5,146 1,634 

前連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

売却額(百万円) 
売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

売却額(百万円) 
売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

80 34 － 154 75 － 
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４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 （注）１．前連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損０百万円を計上しております。 

２．当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損０百万円を計上しております。 

なお、当該株式の減損処理にあたっては、時価が「著しく下落した」と判断するための合理的な社内基準に

基づいて行っております。 

有価証券の減損に関する評価の社内基準は以下のとおりであります。 

Ⅰ．市場価格または合理的に算定された価額のある有価証券の減損処理 

(1）売買目的有価証券以外の有価証券（子会社株式及び関連会社株式を含む）のうち、市場価格または合理

的に算定された価額（すなわち時価）のあるものについて、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて50％以

上下落したときは、回復する見込みがあると認められる場合を除き当該時価をもって貸借対照表価額と

し、評価差額を当期の損失として処理する。 

 なお、その他有価証券については、減損処理の基礎となった時価により帳簿価額を付け替えて取得原価

を修正し、以後当該修正後の取得原価と毎期末の時価とを比較して評価額を算定する。 

(2）取得原価に比べて時価が30％以上50％未満下落している有価証券の評価減については、時価がおおむね

１年以内に取得原価にほぼ近い水準にまで回復する見込みが有るかどうかの判定によることとし、判定の

基準は次のとおりとする。 

① 市場価格のある株式……個別銘柄で時価が２年間にわたり取得原価に比べて30％以上50％未満下落し

た状態にある場合や、発行会社が債務超過の状態にある場合、または２期連

続で損失を計上しており、翌期もそのように予想される場合には、回復する

見込みがあるとは認められない。 

② 市場価格のある債券……格付の著しい低下があった場合など信用リスクの増大に起因して、時価が２

年間にわたり取得原価に比べて30％以上50％未満下落した状態にある場合

は、回復する見込みがあるとは認められない。 

 この基準により回復する見込みがあるとは認められないと判定した場合は、期末に当該銘柄の時価に減額

し、差額は当期の損失として処理する。 

Ⅱ．市場価格のない有価証券の減損処理 

 市場価格のない株式は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。当該株式の発行会社の財政状態の悪化

により、実質価額が著しく低下したときは減損処理を行い、評価差額は当期の損失として処理する。 

 財政状態の悪化とは、１株当たりの純資産が、当該株式を取得したときのそれと比較して、50％以上下回

っている場合をいう。 

 また、時価のない債券の貸借対照表価額は、債権の貸借対照表価額に準ずるとされているため、当該債券

については償却原価法を適用した上で、債権の貸倒見積高の算定方法に準じて信用リスクに応じた償還不能

見積高を算定し、会計処理を行う。 

 
前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券    

非上場株式 51 52 

 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

債券                

国債・地方債等 1,170 － － － － － － － 

社債 － 1,121 － － － 1,184 － － 

その他 － 101 － － － － － － 

その他 － 290 － － － 394 － － 

合計 1,170 1,513 － － － 1,578 － － 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

① 取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為

替予約取引等、金利関連では金利スワップ取引であり

ます。 

① 取引の内容 

同左 

② 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替・金利変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

② 取引に対する取組方針 

同左 

③ 取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建満期保有

目的の債券の為替変動を回避し安定的な利益の確保を

図る目的で、また、金利関連では将来の金利市場にお

ける変動リスクを回避する目的で利用しております。 

 また、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。  

③ 取引の利用目的 

同左 

イ．ヘッジ会計の方法 

 通貨スワップについては、振当処理の要件を満た

しているので振当処理を、金利スワップについては

特例処理の要件を満たしているので特例処理を採用

しております。 

 

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段…通貨スワップ、金利スワップ 

ｂ．ヘッジ対象…外貨建満期保有目的の債券  

 

ハ．ヘッジ方針 

 為替変動リスク及び金利リスクの回避のため対象

債券のヘッジを行っております。 

 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 スワップ取引は振当処理または特例処理の要件を

満たしているので有効性の評価を省略しておりま

す。 

 

④ 取引に係るリスクの内容 

 全てヘッジ会計を適用しているため、取引に係るリ

スクはないと認識しております。 

④ 取引に係るリスクの内容 

同左 

⑤ 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行、管理については経理部で

行っており、必ず決裁者の承認を得て行っておりま

す。 

⑤ 取引に係るリスク管理体制 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 全てヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取

引の契約額等、時価及び評価損益の状況の記載は省略し

ております。 

同左 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度を併用しております。 

 勤続年数10年以上の従業員に対する退職金制度を昭和46年６月１日より100％適格退職年金制度に移行しま

した。なお、勤続年数10年未満の従業員に対しては退職一時金制度を採用しております。 

 当社グループは、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 掛金の拠出割合により算出しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  （前連結会計年度）
（平成18年３月31日現在） 

（当連結会計年度）
（平成19年３月31日現在） 

  

① 退職給付債務 

② 年金資産 

③ 未積立退職給付債務＝①＋② 

④ 会計基準変更時差異の未処理額 

⑤ 退職給付引当金 

※ 総合設立型厚生年金基金の年金

資産の額(連結子会社大和無線電

器㈱によるものであります。） 

百万円

△643 

571 

△71 

－ 

△71 

－ 

百万円

△750 

588 

△161 

－ 

△161 

346 

① 勤務費用 

② 過去勤務債務の費用処理額 

③ 会計基準変更時差異の費用処理

額 

計 

※ 総合設立型厚生年金基金への拠

出額（連結子会社大和無線電器

㈱によるものであります。） 

    △45百万円

－ 

－ 

△45 

年金資産の運用改善に

より勤務費用がマイナ

スとなっております。

－ 

       42百万円

－ 

－ 

42 

── 

1 

① 会計基準変更時差異の処理年数 

② 過去勤務債務の額の処理年数 

 １年 

 １年 

  １年 

  １年 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度

（平成19年３月31日現在） 

繰延税金資産（流動） 

賞与引当金 

未払事業税 

棚卸資産評価損 

貸倒引当金繰入超過 

その他 

小計 

評価性引当額 

計 

  

繰延税金資産（固定） 

貸倒引当金繰入超過 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

投資有価証券評価損 

減損損失 

その他 

小計 

評価性引当額 

計 

繰延税金負債（固定） 

その他有価証券評価差額金 

圧縮積立金 

計 

繰延税金負債（固定）の純額 

百万円

40 

8 

－ 

－ 

8 

57 

－ 

57 

 

 

0 

29 

50 

15 

88 

0 

184 

－ 

184 

 

△765 

△95 

△860 

△676 

百万円

56 

24 

2 

16 

4 

104 

△18 

85 

 

 

0 

67 

69 

15 

126 

39 

318 

△0 

318 

 

△663 

△90 

△753 

△435 

 
前連結会計年度

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度

（平成19年３月31日現在） 

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

住民税均等割等 

評価性引当額 

のれん償却の税効果不適用  

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

  40.6％ 

 

0.6 

△0.9 

2.6 

－ 

－ 

0.3 

43.2 

40.5％ 

 

2.1 

△1.2 

1.8 

1.9 

0.7 

0.8 

46.6 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額に占める電気商品卸販売事業の

割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業の区分方法 

 事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

該当事項はありません。 

４. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,402百万円であり、その主なものは、当社での

余資運用資産（長期預金、投資有価証券）及び賃貸固定資産であります。 

５. 平成18年４月１日より、大和無線電器㈱が当社の連結子会社となりました。これに伴い、「電子部品販売事

業」が新たに加わりました。 

６. 会計方針の変更 

（役員賞与に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は34百万円増加し、営業利益が同額減少し

ております。 

 
電気商品卸
販売事業 
（百万円）

電子部品販
売事業 
（百万円）

電気関連シ
ステム化事
業 
（百万円）

不動産管理
事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社  
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益       

 売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 30,981 1,103 522 12 32,620 － 32,620

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

246 － 7 12 266 (266) －

計 31,228 1,103 530 24 32,886 (266) 32,620

 営業費用 31,015 1,074 531 20 32,642 (266) 32,376

 営業利益又は営業損失（△） 212 29 △1 3 243 － 243

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失
及び資本的支出 

      

 資産 18,550 424 350 89 19,415 8,402 27,817

 減価償却費 76 － － － 76 47 123

 減損損失 － － － － － 93 93

 資本的支出 802 － － － 802 0 802

事業区分 主要製品又は事業内容 

電気商品卸販売事業 

家庭用調理機器、浄水器、シェーバー、ヘアードライヤー、マッサージ機、

オイルヒーター、電子カーペット、ガスコンロ、照明器具等、住居生活関連

商品 

電子部品販売事業  コンデンサー、スイッチング電源、コネクター、抵抗等 

電気関連システム化事業 ビル防犯機器、インターホン設備機器等の販売及び設計施工 

不動産管理事業 営業設備及び賃貸設備の土地、建物の管理、損害保険代理業等 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日） 

 本邦以外に連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額           1,695.26円

１株当たり当期純利益金額           41.44円

１株当たり純資産額         1,689.08円

１株当たり当期純利益金額           41.16円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 560 529 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 25 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (25) （－） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 535 529 

期中平均株式数（千株） 12,916 12,853 
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（重要な後発事象） 

⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

 ２．当該借入金は、連結子会社大和無線電器㈱のものであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（大和無線電器株式会社の全株式の取得と子会社化につ

いて） 

 当社は、平成18年２月20日開催の取締役会において、

大和無線電器株式会社の全株式を取得し子会社化とする

「株式譲渡契約」を平成18年３月３日に終結することに

ついて決議し、平成18年４月１日に全株式を取得いたし

ました。 

 なお、本株式の取得により、平成18年４月１日開始事

業年度から大和無線電器株式会社は、当社の連結対象子

会社となります。 

 「株式の取得の状況」 

 （１）取得日    平成18年４月１日 

 （２）取得株式数  174,320株（所有割合 100％） 

 （３）取得価額   11億４百万円 

──────── 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

 短期借入金 － 1,250 0.98 － 

 １年以内に返済予定の長期借入金 － 55 1.22 －  

 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －  

 その他の有利子負債 － － － －  

合計 － 1,305 － － 
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２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     4,183     2,958  

２．受取手形 ※３,５   962     798  

３．売掛金 ※３   2,823     2,986  

４．有価証券     1,170     －  

５．商品     680     1,442  

６．繰延税金資産     54     71  

７．預け金     140     143  

８．短期貸付金 ※３   41     102  

９．前渡金     －     190  

10．前払費用     15     8  

11．その他     107     122  

12．貸倒引当金     △0     △0  

流動資産合計     10,178 41.1   8,824 36.0 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物   2,141     1,558    

減価償却累計額   △1,520 621   △1,068 489  

(2）車輌運搬具   3     2    

減価償却累計額   △2 0   △2 0  

(3）器具及び備品   187     184    

減価償却累計額   △155 32   △95 89  

(4）土地     2,955     2,201  

(5）建設仮勘定     26     －  

有形固定資産合計     3,635 14.7   2,782 11.3 

２．無形固定資産              

(1）ソフトウェア     3     22  

(2）その他     7     5  

無形固定資産合計     10 0.0   28 0.1 
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前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券     5,505     5,195  

(2）関係会社株式     34     1,139  

(3）出資金     6     0  

(4）従業員長期貸付金     0     0  

(5）長期滞留債権     0     0  

(6）賃貸固定資産   3,595     4,688    

減価償却累計額   △1,267 2,328   △1,635 3,052  

(7）保険積立金     32     40  

(8）長期預金     2,900     3,400  

(9）長期前払費用     42     19  

(10）その他     62     61  

投資その他の資産合
計 

    10,912 44.1   12,909 52.6 

固定資産合計     14,557 58.9   15,720 64.0 

資産合計     24,736 100.0   24,545 100.0 
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前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金     1,438     1,570  

２．未払金     90     85  

３．未払費用     10     10  

４．未払事業所税     7     7  

５．未払法人税等     81     268  

６．未払消費税等     16     －  

７．預り金     14     15  

８．前受収益     23     21  

９．賞与引当金     93     98  

10．役員賞与引当金     －     25  

11．その他     1     1  

流動負債合計     1,777 7.2   2,103 8.6 

Ⅱ 固定負債              

１．繰延税金負債     677     496  

２．退職給付引当金     71     24  

３．役員退職慰労引当金     123     146  

４．預り保証金     411     420  

固定負債合計     1,284 5.2   1,087 4.4 

負債合計     3,061 12.4   3,191 13.0 

 

2007/06/18 11:48:39株式会社電響社/有価証券報告書/2007-03-31



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※１   2,644 10.7   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   2,560     －    

資本剰余金合計     2,560 10.4   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   360     －    

２．任意積立金              

(1）圧縮積立金   147     －    

(2）別途積立金   14,450     －    

３．当期未処分利益   580     －    

利益剰余金合計     15,539 62.8   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

※６   1,122 4.5   － － 

Ⅴ 自己株式 ※２   △192 △0.8   － － 

資本合計     21,674 87.6   － － 

負債資本合計     24,736 100.0   － － 
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前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   2,644 10.8 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     2,560     

資本剰余金合計      － －   2,560 10.4 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     360     

(2）その他利益剰余金               

圧縮積立金   －     132     

別途積立金   －     14,450     

繰越利益剰余金   －     592     

利益剰余金合計      － －   15,536 63.3 

４．自己株式     － －   △293 △1.2 

株主資本合計      － －   20,447 83.3 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価
差額金 

    － －   906 3.7 

評価・換算差額等合計      － －   906 3.7 

純資産合計      － －   21,353 87.0 

負債純資産合計      － －   24,545 100.0 
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②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     21,960 100.0   21,119 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．商品期首たな卸高   820     680    

２．当期商品仕入高   18,513     18,625    

合計   19,333     19,306    

３．商品期末たな卸高   680 18,653 84.9 1,442 17,863 84.6 

売上総利益     3,307 15.1   3,256 15.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   2,912 13.3   3,176 15.0 

営業利益     394 1.8   79 0.4 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   44     52    

２．有価証券利息   114     89    

３．受取配当金   55     75    

４．仕入割引   456     460    

５．投資不動産賃貸料   282     295    

６．その他   90 1,044 4.8 123 1,096 5.2 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   0     2    

２．売上割引   82     76    

３．賃貸固定資産減価償却
費 

  46     48    

４．為替差損   38     22    

５．その他   27 194 0.9 21 171 0.8 

経常利益     1,244 5.7   1,005 4.8 

Ⅵ 特別利益              

１．償却債権取立益   0     0    

２．貸倒引当金戻入益   0 1 0.0 0 0 0.0 
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前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※２ 1     80    

２．投資有価証券評価損   －     0    

３．減損損失 ※３ 218     93    

４．厚生年金基金脱退特別
掛金 

  46 266 1.2 － 175 0.8 

税引前当期純利益     979 4.5   830 3.9 

法人税、住民税及び事
業税 

  275     408    

法人税等調整額   141 417 1.9 △50 358 1.7 

当期純利益     561 2.6   472 2.2 

前期繰越利益     277     －  

中間配当額     258     －  

当期未処分利益     580     －  
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③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   
前事業年度 

株主総会承認年月日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     580 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

圧縮積立金取崩額   7 7 

合計     588 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金   258  

２．役員賞与金   25 283

Ⅳ 次期繰越利益     305 
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株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 

圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,644 2,560 2,560 360 147 14,450 580 15,539 △192 20,552 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当（注）             △258 △258   △258 

剰余金の配当             △192 △192   △192 

利益処分による役員賞与

（注） 
            △25 △25   △25 

当期純利益             472 472   472 

自己株式の取得                 △101 △101 

圧縮積立金の取崩（当期）         △7   7 －   － 

圧縮積立金の取崩（前期）         △7   7 －   － 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
                    

事業年度中の変動額合計 － － － － △15 － 12 △3 △101 △104 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
2,644 2,560 2,560 360 132 14,450 592 15,536 △293 20,447 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,122 1,122 21,674 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △258 

剰余金の配当     △192 

利益処分による役員賞与

（注） 
    △25 

当期純利益     472 

自己株式の取得     △101 

圧縮積立金の取崩（当期）     － 

圧縮積立金の取崩（前期）     － 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△216 △216 △216 

事業年度中の変動額合計 △216 △216 △320 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
906 906 21,353 
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重要な会計方針 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

有価証券 

子会社株式 

同左 

  満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

（時価のあるもの） 

期末決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

その他有価証券 

（時価のあるもの） 

期末決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  （時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

（時価のないもの） 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 月別移動平均法による低価法を採用し

ております。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除

く。）については定額法）を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物  31～38年 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

無形固定資産 

同左 

  賃貸固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除

く。）については定額法）を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物  31～47年 

賃貸固定資産 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同左 
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前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  （3）    ────── 

  

(3）役員賞与引当金 

 役員に対する賞与支給に充てるた

め、支給見込額を計上しておりま

す。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の残高に基づき、計上しておりま

す。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えて、

内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 イ．ヘッジ会計の方法 

 通貨スワップについては、振当処理

の要件を満たしているので振当処理

を、金利スワップについては特例処理

の要件を満たしているので特例処理を

採用しております。 

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段…通貨スワップ、金利

スワップ 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段…同左 

  ｂ．ヘッジ対象…外貨建満期保有目的

の債券 

ｂ．ヘッジ対象…同左 

  ハ．ヘッジ方針 

 為替変動リスク及び金利リスクの回

避のため対象債券のヘッジを行ってお

ります。 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

  ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 スワップ取引は振当処理または特例

処理の要件を満たしているので有効性

の評価を省略しております。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6

号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより

税引前当期純利益は218百万円減少しております。  

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規

則に基づき各資産の金額から直接控除しております。  

 ─────── 

 ─────── 

─────── 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。これにより営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は、それぞれ25百万円減少しており

ます。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は21,353百万

円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（損益計算書） 

 前期まで営業外収益の「受取利息」に含めて表示してお

りました「有価証券利息」は、営業外収益の総額の100分

の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「有価証券利息」の金額は84百万円

であります。 

─────── 

2007/06/18 11:48:39株式会社電響社/有価証券報告書/2007-03-31



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．会社が発行する株式の総数 普通株式 

     23,667,000株

発行済株式総数 普通株式 

      13,330,042株

※１．       ────── 

※２．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

420,022株であります。 

※２．             ────── 

※３．関係会社に対する債権は次のとおりです。 ※３．関係会社に対する債権は次のとおりです。 

受取手形      73百万円

売掛金 15 

短期貸付金 41 

受取手形        24百万円

売掛金 14 

短期貸付金 102 

 ４．受取手形から控除されている裏書譲渡手形は79

百万円です。 

 ４．受取手形から控除されている裏書譲渡手形は50

百万円です。 

※５．      ────── ※５．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、当期の

末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。期末日満

期手形の金額は、次のとおりであります。 

    受取手形     26百万円

※６．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,122百

万円であります。 

※６．       ────── 
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（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加109千株は、市場買付による増加103千株と、単元未満株式の買取りによる増

加６千株によるものであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する

費用のおおよその割合は、58.5％であり、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は、41.5％で

あります。主要な費目及び金額は次の通りであり

ます。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する

費用のおおよその割合は、55.7％であり、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は、44.3％で

あります。主要な費目及び金額は次の通りであり

ます。 

販売促進費       340百万円

配送費 747 

給料手当 870 

賞与引当金繰入額 93 

役員退職慰労引当金繰入額 21 

退職給付費用 △45 

福利厚生費 138 

消耗品費 39 

諸手数料 70 

減価償却費 38 

販売促進費     386百万円

配送費 806 

給料手当 895 

賞与引当金繰入額 98 

役員賞与引当金繰入額 25 

役員退職慰労引当金繰入額 22 

退職給付費用 17 

福利厚生費 145 

消耗品費 51 

諸手数料 89 

減価償却費 65 

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

建物   1百万円

器具備品   0百万円

賃貸固定資産    0百万円

計    1百万円

建物    7百万円

器具備品    8百万円

車輌運搬具    0百万円

賃貸固定資産     64百万円

計     80百万円

※３．減損損失 ※３．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について、減損損失を計上いたしました。 

  
当社は、営業資産については営業拠点別に、賃貸

固定資産については賃貸物件別にグルーピングを行

っております。 

時価が著しく下落していた賃貸物件に係る土地１

件について、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(218百万円）として特別損失

に計上いたしました。  

なお、正味売却価額は、固定資産税評価額を合理

的に調整した価額により評価しております。 

  

場所 用途 種類 その他 

 大阪市 賃貸  土地  駐車場

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について、減損損失を計上いたしました。 

  
当社は、営業資産については営業拠点別に、賃貸

固定資産については賃貸物件別にグルーピングを行

っております。 

時価が著しく下落していた賃貸物件に係る土地１

件について、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（93百万円）として特別損失

に計上いたしました。  

なお、正味売却価額は、固定資産税評価額を合理

的に調整した価額により評価しております。 

  

場所 用途 種類 その他 

 栃木県小山市 賃貸  土地  貸事務所

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 420 109 － 529 

合計 420 109 － 529 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 3 0 2 

合計 3 0 2 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 3 1 1 

合計 3 1 1 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 0百万円 

１年超 1百万円 

合計 2百万円 

１年内 0百万円 

１年超 1百万円 

合計 1百万円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 0百万円 

減価償却費相当額 0百万円 

支払利息相当額 0百万円 

支払リース料 0百万円 

減価償却費相当額 0百万円 

支払利息相当額 0百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２.        ─────── ２. オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  １年内 1百万円 

１年超 4百万円 

合計 5百万円 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 
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（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３

月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  前事業年度
（平成18年３月31日現在） 

当事業年度
（平成19年３月31日現在） 

繰延税金資産（流動） 

賞与引当金 

未払事業税 

その他 

計 

  

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

投資有価証券評価損 

減損損失 

その他 

計 

繰延税金負債（固定） 

その他有価証券評価差額金 

圧縮積立金 

計 

繰延税金負債（固定）の純額 

百万円

37 

8 

7 

54 

  

  

29 

50 

15 

88 

0 

183 

 

△765 

△95 

△860 

△677 

百万円

39 

24 

7 

71 

  

  

9 

59 

15 

126 

－ 

211 

 

△617 

△90 

△707 

△496 

  
前事業年度

（平成18年３月31日現在） 
当事業年度

（平成19年３月31日現在） 

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

住民税均等割等 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

    40.6％ 

 

0.6 

△0.9 

2.6 

△0.3 

42.6 

 40.5％ 

 

2.0 

△1.4 

1.9 

0.1 

43.1 

2007/06/18 11:48:39株式会社電響社/有価証券報告書/2007-03-31



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額           1,676.96円

１株当たり当期純利益金額           41.55円

１株当たり純資産額         1,668.19円

１株当たり当期純利益金額         36.74円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 561 472 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 25 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (25) （－）  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 536 472 

期中平均株式数（千株） 12,916 12,853 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（大和無線電器株式会社の全株式の取得と子会社化につ

いて） 

 当社は、平成18年２月20日開催の取締役会において、

大和無線電器株式会社の全株式を取得し子会社化とする

「株式譲渡契約」を平成18年３月３日に締結することに

ついて決議し、平成18年４月１日に全株式を取得いたし

ました。 

 なお、本株式の取得により、平成18年４月１日開始事

業年度から大和無線電器株式会社は、当社の連結対象子

会社となります。 

 「株式の取得の状況」 

 （１）取得日    平成18年４月１日 

 （２）取得株式数  174,320株（所有割合 100％） 

 （３）取得価額   11億４百万円 

──────── 
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

ＴＤＫ㈱ 40,729 416 

オーナンバ㈱ 368,020 372 

日本瓦斯㈱ 231,000 258 

アイホン㈱ 110,880 256 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 157 208 

東京電力㈱ 46,050 185 

上新電機㈱ 220,000 182 

㈱パトライト 155,375 171 

パイオニア㈱ 107,533 165 

象印マホービン㈱ 132,000 149 

㈱エディオン 85,434 140 

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 336,765 136 

岩谷産業㈱ 313,000 110 

日本セラミック㈱ 43,424 69 

㈱リヒトラブ 215,000 55 

㈱大正銀行 150,000 48 

野村ホールディングス㈱ 17,000 41 

㈱ケーヨー  43,762 34 

リンナイ㈱ 11,000 34 

日本ピラー工業㈱ 30,000 33 

その他55銘柄 537,997 387 

小計 3,195,126 3,460 

計 3,195,126 3,460 
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【債券】 

【その他】 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

満期保有

目的の債

券 

ユーロ米ドル建期限付劣後債券 

サンワファイナンスアルーバ Ａ．

Ｆ．Ｃ 

255 255 

小計 255 255 

その他有

価証券 

米ドル建て固定利付債券 

フォード・モーター・クレジット・

カンパニー 

476 462 

米ドル建て固定利付債券 

ゼネラル・モータース・アクセプタ

ンス・コーポレーション  

477 466 

小計 954 928 

計 1,209 1,184 

種類及び銘柄 投資口数等（百万口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（証券投資信託の受益証券）    

ダイワ日本株オープン 100 142 

償還時元本・利回り確保型ファンド 300 295 

リスク軽減型 定期分配インデックス

参照ファンド 
98 99 

その他（２銘柄） 14 13 

計 513 550 
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【有形固定資産等明細表】 

（注）１．有形固定資産当期減少額1,540百万円には、賃貸固定資産への振替（建物553百万円、器具備品12百万円、土

地753百万円）が含まれております。 

２．賃貸固定資産当期増加額1,340百万円には、有形固定資産からの振替（建物553百万円、器具備品12百万円、

土地753百万円）が含まれております。 

３．賃貸固定資産当期減少額欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産              

建物 2,141 14 598 1,558 1,068 26 489 

車輌運搬具 3 － 0 2 2 0 0 

器具及び備品 187 100 103 184 95 33 89 

土地 2,955 － 753 2,201 － － 2,201 

建設仮勘定 26 59 85 － － － － 

有形固定資産計 5,314 174 1,540 3,947 1,165 60 2,782 

無形固定資産              

ソフトウェア 12 24 7 29 7 4 22 

その他 7 － 1 5 － － 5 

無形固定資産計 19 24 8 35 7 4 28 

長期前払費用 42 2 25 19 0 0 19 

賃貸固定資産              

建物 1,914 573 144 2,343 1,624 48 718 

器具及び備品 8 13 9 12 11 0 1 

土地 1,672 753 
93 

(93)
2,332 － － 2,332 

賃貸固定資産計 3,595 1,340 
248 

(93)
4,688 1,635 48 3,052 

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 0 － － 0 0 

賞与引当金 93 98 93 － 98 

役員賞与引当金 － 25 － － 25 

役員退職慰労引当金 123 22 － － 146 
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(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 2 

預金  

当座預金 1,389 

普通預金 1,173 

定期預金 300 

積立預金 90 

別段預金 3 

小計 2,955 

合計 2,958 

相手先 金額（百万円） 

㈱Ｍｒ．ＭＡＸ 308 

上新電機㈱ 139 

ユニー㈱ 53 

㈱フジ 36 

㈱ベスト電器 34 

その他 226 

合計 798 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月 474 

５月 193 

６月 122 

７月 8 

８月以降 － 

合計 798 
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ハ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ニ．商品 

② 固定資産 

長期預金 

相手先 金額（百万円） 

日本生活協同組合連合会 267 

ホーマック㈱ 257 

ダイキ㈱ 181 

㈱カーマ 145 

㈱コジマ 144 

その他 1,989 

合計 2,986 

期首残高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

期末残高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

 × 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

2,823 22,175 22,012 2,986 88.06 47.81 

商品群 金額（百万円） 

電気機器 168 

音響通信機器 39 

季節商品 969 

健康美容器具 202 

その他 62 

合計 1,442 

区分 金額（百万円） 

定期預金（１年超） 3,400 

合計 3,400 
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③ 流動負債 

買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

スライヴ㈱ 259 

㈱テスコム 215 

ジレットジャパンエルエルシー 169 

㈱グループセブジャパン 92 

リンナイ㈱ 72 

その他 761 

合計 1,570 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）単元未満株式についての権利 

 当社定款には、次のことを定めております。 

 当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の

権利を行使することができない。 

 （1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

 （2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

 （3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 10,000株券 1,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市北区堂島浜１丁目１番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

並びに野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市北区堂島浜１丁目１番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

並びに野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ 

http：//www.denkyosha.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 
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第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第58期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日近畿財務局長に提出。 

（2）半期報告書 

（第59期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月15日近畿財務局長に提出。 

(3）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成18年９月20日 至 平成18年９月30日）平成18年10月５日近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年10月１日 至 平成18年10月31日）平成18年11月２日近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年11月１日 至 平成18年11月30日）平成18年12月５日近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成18年12月１日 至 平成18年12月29日）平成19年１月９日近畿財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 

       

    平成18年６月29日  

株式会社電響社      

  取締役会 御中  

  太陽ＡＳＧ監査法人 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 石川 昌司  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高木  勇  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社電響社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社電響社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 ２. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年４月１日に大和無線電器株式会社の全株式を取得した。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 

2007/06/18 11:48:39株式会社電響社/有価証券報告書/2007-03-31



独立監査人の監査報告書 

     

    平成19年６月28日

株式会社電響社    

  取締役会 御中  

  太陽ＡＳＧ監査法人 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田 茂善  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高木  勇  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２ の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社電響社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社電響社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から役員賞与

に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

       

    平成18年６月29日  

株式会社電響社      

  取締役会 御中  

  太陽ＡＳＧ監査法人 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 石川 昌司  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高木  勇  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社電響社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

電響社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １. 財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 ２. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年４月１日に大和無線電器株式会社の全株式を取得した。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

     

    平成19年６月28日

株式会社電響社    

  取締役会 御中  

  太陽ＡＳＧ監査法人 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田 茂善  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高木  勇  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２ の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社電響社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

電響社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から役員賞与に関する

会計基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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